








単位 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

ｋｌ 192,912 197,345 195,163 192,850 191,701 184,457 177,827 177,898 154,425

指数 100 102 101 100 99 96 92 92 80

ｋｌ 26,561 26,340 25,698 25,410 24,209 17,131 17,784 20,123 21,551

指数 100 99 97 96 91 64 67 76 81

ｋｌ 153,888 151,390 146,369 141,624 138,645 123,942 114,751 122,033 114,959

指数 100 98 95 92 90 81 75 79 75

ｋｌ 373,361 375,075 367,230 359,884 354,555 325,530 310,362 320,054 290,935

指数 100 100 98 96 95 87 83 86 78

３．エネルギー使用量（総量）　（２０１５年度～２０２３年度）

※近鉄グループ環境目標の対象となる、エネルギー使用量の業種別内訳です。（原油換算キロリットル）
※エネルギー使用量が多い、省エネ法定期報告の対象となる特定輸送事業者および特定事業者を対象とします。
※各社が国土交通省または経済産業省に報告したエネルギー使用量を記載しています。（省エネ法の基準に合わせて国内事業所を対象とし、海外事業所は含みません。）
　　　　鉄道＝近畿日本鉄道㈱
　　　　バス等＝奈良交通㈱、近鉄バス㈱、防長交通㈱、近鉄タクシー㈱の合計。
　　　　施設＝近鉄不動産㈱、㈱近鉄・都ホテルズ、㈱近鉄百貨店、㈱近商ストア、㈱近鉄リテーリング、㈱海遊館、㈱きんえい、奈良交通㈱、
　　　　　　　　　　㈱近鉄エクスプレス、㈱近鉄ロジスティクス・システムズ、㈱賢島宝生苑、㈱志摩スペイン村の合計。
※2022年に連結子会社となった、㈱近鉄エクスプレス、㈱近鉄ロジスティクス・システムズの2社を、2022年度実績より追加しています。
※２０２３年に連結子会社となった、㈱賢島宝生苑、㈱志摩スペイン村を、２０２３年度実績より追加しています。
※２０１５年度の基準値には、２０２２年と２０２３年に追加となった４社の２０１５年度実績は含みません。
※鉄道事業のエネルギー使用量の９９％を占める電力使用量は、２０２２年度比＋0.2%で横ばいですが、環境省が公表している電力の発熱係数が改正省エネ法で
　　　９．９７（GJ／千ｋWh）から８．６４（GJ／千ｋWh）に変更（▲１３．３％）になり、熱量から原油換算(kl)すると、大幅に減ったように見えますが、実際の電力使用量は横ばいです。
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エネルギー使用量

鉄道 バス等 施設

373
(100)
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(100)
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(98)

360
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上段：使用量（千kl)

下段：指数（2015年度=100）
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291
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単位 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 201９年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

t-CO2 390,000 384,000 380,000 337,000 289,000 266,000 261,000 241,000 266,292

指数 100 98 97 86 74 68 67 62 68

t-CO2 69,480 68,470 67,120 66,376 63,350 44,710 46,500 52,560 56,462

指数 100 99 97 96 91 64 67 76 81

t-CO2 314,934 297,765 288,603 242,347 202,174 176,756 171,270 164,378 215,792

指数 100 95 92 77 64 56 54 52 69

t-CO2 774,414 750,235 735,723 645,723 554,524 487,466 478,770 457,938 538,546

指数 100 97 95 83 72 63 62 59 70

４．CO2排出量（総量）（スコープ１＋２）（業種別）（国内）（２０１５年度～２０２３年度）

※近鉄グループ環境目標の対象となる、CO2排出量（スコープ１＋２）（国内）の業種別内訳です。
※エネルギー使用量が多い、省エネ法定期報告の対象となる特定輸送事業者および特定事業者を対象とします。
※各社が国土交通省または経済産業省に報告したCO2排出量を記載しています。（省エネ法の基準に合わせて国内事業所を対象とし、海外事業所は含みません。）
　　　　鉄道＝近畿日本鉄道㈱
　　　　バス等＝奈良交通㈱、近鉄バス㈱、防長交通㈱、近鉄タクシー㈱の合計。
　　　　施設＝近鉄不動産㈱、㈱近鉄・都ホテルズ、㈱近鉄百貨店、㈱近商ストア、㈱近鉄リテーリング、㈱海遊館、㈱きんえい、奈良交通㈱、
　　　　　　　　　　㈱近鉄エクスプレス、㈱近鉄ロジスティクス・システムズ、㈱賢島宝生苑、㈱志摩スペイン村の合計。
※2022年に連結子会社となった、㈱近鉄エクスプレス、㈱近鉄ロジスティクス・システムズの2社を、2022年度実績より追加しています。
※２０２３年に連結子会社となった、㈱賢島宝生苑、㈱志摩スペイン村を、２０２３年度実績より追加しています。
※２０１５年度の基準値には、２０２２年と２０２３年に追加となった４社の２０１５年度実績は含みません。
※鉄道のCO2排出量が増加した理由は、関西電力の基礎排出係数が、０．２９９ｋｇーＣＯ２から０．３６０ｋｇーＣＯ２に２０．４％上昇したことです。電力使用量は０．２％増です。
※施設のＣＯ２排出量が増加した理由は、関西電力の調整後排出係数が、０．３１１kg-CO2から０．４３４kg-CO2に３９．５％上昇したことです。
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Ｃ０２排出量（総量）

鉄道 バス等 施設
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